
平成２１年第２回（３月）定例会　代表質問通告表
	順
	質　　問　　事　　項
	質 問 者

	１
	１　組織改革について
⑴　本庁・拠点支所・行政サービスセンターの機能について
⑵　人事考課制度の今後の取組み強化について

２　施政方針について

⑴　観光振興について（エージェント依存型からリピーター率向上への脱皮）

⑵　学校統廃合と公共交通体系整備について

⑶　地域再生（支援）について

３　予算編成方針について

⑴　市税の今後の推移と税率について

⑵　市有財産の総点検について

⑶　人件費の削減策について
	新生クラブ

佐藤　孝

	２
	１　市長の政治姿勢について
⑴　政策決定について
⑵　行政運営について
２　施政方針と予算について
⑴　グランドデザインと地域振興について
⑵　行財政改革について
①　人件費について
②　組織と職員配置について
③　学校統廃合について
④　保育園の統廃合と民営化について
⑤　施設の有効活用について
⑶　産業振興について
①　一次産業の振興について
②　新規事業の創出について
③　地産地消の推進について
	清明志政会
金光英晴

	３
	１　政治姿勢について

⑴　市長、議長の年頭のあいさつと政治理念について

⑵　市民のための組織のあり方について

２　施政方針について

○　不況克服の施策について

３　行政改革について

⑴　行革に取組む姿勢について

⑵　行政改革大綱の見直しについて
	自民党
猪股文彦

	４
	１　食料品の島内自給率を高めるためにどのような方策をとっているか。佐渡市地産地消条例の制定について進捗状況を問う

２　佐渡市自治基本条例の制定について市長の見解を問う
	地域政策研究会

根岸勇雄

	４
	３　緊急の住民要望に対応するまちづくり予算を総予算額の１％程度の枠で確保すべきと考えるが、市長の見解を問う。併せて、平成21年度予算において、緊急の住民要望に対応できる措置が施してあるか

４　佐渡総合病院の移転新築について

⑴　厚生連に対する財政支援の根拠となる新佐渡総合病院の全体像について、詳細説明を受けているか

⑵　離島振興法第４条に基づき、佐渡市に要望されている支援額の50％を国県に対して求めるべきであると考えるが、市長の見解を問う
５　佐渡空路について、新規参入を予定していたエアードルフィンが親会社の破産により算入を断念したとの報道があったが、その後の県との交渉の進捗状況を問う
６　公共事業の前倒し発注について

⑴　佐渡総合病院の移転新築に伴う金井小学校の移転新築について

⑵　佐渡総合病院の移転新築について

７　防犯灯修理費用の地元負担について

８　エコアイランドと地域活性化対策について

○　トキ定着のためには、荒れ放題となっている小佐渡地区の山林、放棄田、池及び水路等の整備を行う必要があり、次の施策が有効であると考えるが、市長の見解を問う

①　中山間地域等直接支払制度及び農地・水・環境保全向上対策の空白地域を無くし、効率的な実施を図ることについて

②　里山再生事業を導入し、森林及び林道の手入れを行うことについて

９　限界集落対策として、出前市役所の制度をより細やかに実施することについて
10  緊急経済対策(平成20年度一般会計補正予算第７号)の成果について

⑴  佐渡市プレミアム商品券発行事業について

⑵　地域水産物供給基盤整備事業について(北狄漁港、真野漁港、黒姫漁港)

⑶　真野小学校校舎増築事業について
	地域政策研究会

根岸勇雄

	５
	◎　施政方針について
⑴　住民主役でふれあいとにぎわいのまちづくりと効果的･効率的な行政運営について
①　住民主役への市長の姿勢
②　協働の組織づくりと集落支援員制度の活用

③　出前市役所と組織機構
⑵　健やかで思いやりのあふれるまちづくり
①　福祉の充実
②　医療の充実
	民政市民クラブ

小田純一

	５
	③　保育の充実
⑶　豊かな暮らし、魅力と活力のあるまちづくり

①　農業の振興
②　地産地消の推進

③　雇用確保と企業誘致
⑷　政策選択について
	民政市民クラブ

小田純一

	６
	１　雇用と地域経済について
⑴　極端な外需頼みの日本経済や労働法制の改悪でつくり出された派遣労働者や非正規雇用のあり方が、現在の経済状況を作り出している。安定した雇用対策や内需・国民家計を暖める経済・政治のあり方に転換すべきではないか、見解を求める
⑵　「中小企業振興条例」を制定し、地場産業を位置づけた振興策に踏み出すべきではないか
⑶　市発注の仕事などでは、地元業者に発注できるような位置付けや、法に則った雇用のあり方を求めていくべきではないか
①　公共事業、業務委託、調達物資などの地元業者利用割合はどれくらいか
②　住宅リフォーム助成事業や耐震診断・改修への補助制度の周知で地元業者活用策を図るべきではないか
③　業者への資金繰りなどに対する「市あっせん書」による対策は
④　地元商店振興や高齢者安否確認などに効果があり地元商店にのみ可能である、かつての「健康牛乳」制度の取組みを
⑷　税の滞納処理は強権的に行うべきでなく、「納税や徴収の猶予」などの規定を十分守った上で行うべきだが、どのような方針で取組むのか
２　医療・福祉について
⑴　厚生連「佐渡病院」建設と市立病院改革計画で病床数がさらに減り、圏域の基準病床数が現在の251床不足から300床不足になる。高齢者の３か月退院なども大きな問題である中、今後の地域医療についての方向性についての見解を求める
⑵　介護保険制度施行から10年目を迎えるが、第４期事業では介護認定がさらに厳しくなる。これまでの「家庭介護のために仕事を止めている状況」「利用料負担が重く保険が使えない状況」「制度改正による利用の抑制状況」「保険料の減免状況」について、どのように把握しているか。また、認定からはずされた高齢者等に対する対応策はどのようにするのか
⑶　国保税滞納世帯に対する資格証明書の交付はやめるべき
・　国保法77条の申請減免や44条の一部負担を制度化すべき
⑷　後期高齢者医療制度（長寿医療）での、滞納による保険証返還はやめるべき
	日本共産党
中川直美

	６
	３　子育てについて
⑴　子どもの通院医療費助成が21年９月から実施される方向だが、対象は３人以上の子どものいる世帯となっている。３子にこだわるのではなく、すべての子どもを対象に広げるべきではないか。また、すべての子どもに広げた場合の試算はどのようになるか
⑵　学校給食などの地産率を高めるため、給食利用の農水産物などの消費を進めるよう、協力農家に対して思い切った助成制度が必要ではないか
また、学校教育や保育園で義務付けられた「食育計画」の取組み状況はどのようになっているか
４　地域づくりについて
⑴　鳩山総務大臣は「合併で地域の特性が薄れた」「市町村財源を削減した三位一体改革は失敗」と発言している。佐渡市合併の５年間をどのように捉え、どこに問題があったと分析しているか。また、地域の特性が薄れたという佐渡市合併は良かったと考えているか
⑵　旧市町村単位における地域づくりのための取組みをどうするか。今年度強化する「出前市役所」をこういった位置づけにすべきではないか
①　支所体制を今後、両津、相川、羽茂の３支所体制で進めるのか。「都市計画マスタープラン（素案）」においては、「都市拠点」として佐和田が、「広域連携軸」の重要な「地域拠点」として南佐渡の小木が位置づけられている。この計画との整合性や、小佐渡地域における「都市拠点」構想がいるのではないか
⑶　地域の声の反映や政策形成に「地域審議会」や集落からの要望制度（両津地区にみられるような）を確立することについて
⑷　限界集落対策の柱として、棚田や耕作放棄地を位置づけ、生産調整（減反）緩和策に取組むべきではないか
⑸　各地にある伝統的文化や価値ある財産を観光などにも活用できるように発掘することや維持、整備などを行政として支援することについて
	日本共産党
中川直美

	７
	１　政治姿勢を問う
２　予算に関連する諸政策について問う

⑴　福祉医療政策について
⑵　産業政策について

⑶　労働政策について

⑷　教育政策について
	社民･平和市民連合
小杉邦男
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